
１．総合政策部政策企画課学術・国際連携担当の新設等
➢国連ユニタールCIFALジャパン国際研修センターなど、広い視点から高等教育機関等と連携した人
づくりに取り組むため、「学術・国際連携担当」を政策企画課内に新設します。

➢移住希望者の多様化するニーズに対応し、相談者の利便性向上を図るなど、移住に関する支援体制
を強化するため、IWAKIふるさと誘致センターの事務局を商工会議所から市に移管するとともに、
創生推進課の「ふるさと誘致担当員」を「移住対策担当員」に改称します。

➢ UIJターン、企業・本社機能誘致や交流・関係人口拡大に向けた、シティセールス機能強化を図る
ため、「東京事務所」を「産業振興部」から「総合政策部」に移管します。
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